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令和　４年　４月１１日

厚生労働大臣  殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　機関名　日本社会事業大学

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　所属研究機関長　職　名　学長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　氏　名　　横　山　彰　　　　　　　

　　　次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理については
以下のとおりです。
１．研究事業名　　障害者政策総合研究事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２．研究課題名　　障害児（その疑い）の虐待予防のための研究（２１ＧＣ１００５）　　　　　　　　

３．研究者名  （所属部署・職名）社会福祉学部　准教授　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　（氏名・フリガナ）　有村　大士　（アリムラ　タイシ）　　　　　　　　　　　　　　

４．倫理審査の状況

　

該当性の有無

　

有　　無

左記で該当がある場合のみ記入（※1）

審査済み　　　審査した機関
未審査（※2

）

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3）
　□　  ■ □ □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 　□　  ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針
　□　  ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

（指針の名称：　　　　　　　　　         　）
　□　  ■ □ □

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」に

チェックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指

針」、「人を対象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■　  未受講 □

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■　無 □（無の場合はその理由：　　　　　　　　　　　　　　　　

　　）

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■　無 □（無の場合は委託先機関：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■　無 □（無の場合はその理由：　　　　　　　　　　　　　　　　

　　）

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □　無 ■（有の場合はその内容：　　　　　　　　　　　　　　　　

　）

（留意事項）　・該当する□にチェックを入れること。
　　                 ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



令和　４年　４月１４日

厚生労働大臣  殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　機関名　　日本肢体不自由児協会

心身障害児総合

医療療育センター

　　　　　　　

　　 　　　所属研究機関長　職　名　　理事長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　氏　名　　遠藤　浩　　　　　　　

　　　次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理については
以下のとおりです。
１．研究事業名　　障害者政策総合研究事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２．研究課題名　　障害児（その疑い）の虐待予防のための研究（２１ＧＣ１００５）　　　　　　　　

３．研究者名  （所属部署・職名）全国療育相談センター　副センター長（医師）　　　　　　　　　　　

　　   （氏名・フリガナ）　米山　明　（ヨネヤマ　アキラ）　　　　　　　　　　　　　　　　

４．倫理審査の状況

　

該当性の有無

　

有　　無

左記で該当がある場合のみ記入（※1）

審査済み　　　審査した機関
未審査（※2

）

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3）
　□　  ■ □ □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 　□　  ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針
　□　  ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

（指針の名称：　　　　　　　　　         　）
　□　  ■ □ □

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」に

チェックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指

針」、「人を対象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■　  未受講 □

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■　無 □（無の場合はその理由：　　　　　　　　　　　　　　　　

　　）

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■　無 □（無の場合は委託先機関：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■　無 □（無の場合はその理由：　　　　　　　　　　　　　　　　

　　）

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □　無 ■（有の場合はその内容：　　　　　　　　　　　　　　　　

　）

（留意事項）　・該当する□にチェックを入れること。
　　                 ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



令和　４年　４月１３日

厚生労働大臣  殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　機関名　桃山学院教育大学

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　所属研究機関長　職　名　学長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　氏　名　　中西　正人　　　　　　　

　　　次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理については
以下のとおりです。
１．研究事業名　　障害者政策総合研究事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２．研究課題名　　障害児（その疑い）の虐待予防のための研究（２１ＧＣ１００５）　　　　　　　　

３．研究者名  （所属部署・職名）教育学部教育学科　教授　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　（氏名・フリガナ）　永井　利三郎　（ナガイ　トシサブロウ）　　　　　　　　　　　

４．倫理審査の状況

　

該当性の有無

　

有　　無

左記で該当がある場合のみ記入（※1）

審査済み　　　審査した機関
未審査（※2

）

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3）
　□　  ■ □ □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 　□　  ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針
　□　  ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

（指針の名称：　　　　　　　　　         　）
　□　  ■ □ □

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」に

チェックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指

針」、「人を対象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■　  未受講 □

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■　無 □（無の場合はその理由：　　　　　　　　　　　　　　　　

　　）

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■　無 □（無の場合は委託先機関：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■　無 □（無の場合はその理由：　　　　　　　　　　　　　　　　

　　）

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □　無 ■（有の場合はその内容：　　　　　　　　　　　　　　　　

　）

（留意事項）　・該当する□にチェックを入れること。
　　                 ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



令和　４年　４月１４日

厚生労働大臣  殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　機関名　一般社団法人

全国児童発達支援協議会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　所属研究機関長　職　名　会長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　氏　名　　加藤　正仁　　　　　　　

　　　次の職員の令和３年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理については
以下のとおりです。
１．研究事業名　　障害者政策総合研究事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２．研究課題名　　障害児（その疑い）の虐待予防のための研究（２１ＧＣ１００５）　　　　　　　　

３．研究者名  （所属部署・職名）　理事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　（氏名・フリガナ）　北山　真次　（キタヤマ　シンジ）　　　　　　　　　　　　　　

４．倫理審査の状況

　

該当性の有無

　

有　　無

左記で該当がある場合のみ記入（※1）

審査済み　　　審査した機関
未審査（※2

）

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3）
　□　  ■ □ □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 　□　  ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針
　□　  ■ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

（指針の名称：　　　　　　　　　         　）
　□　  ■ □ □

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」に

チェックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指

針」、「人を対象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■　  未受講 □

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■　無 □（無の場合はその理由：　　　　　　　　　　　　　　　　

　　）

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■　無 □（無の場合は委託先機関：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■　無 □（無の場合はその理由：　　　　　　　　　　　　　　　　

　　）

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □　無 ■（有の場合はその内容：　　　　　　　　　　　　　　　　

　）

（留意事項）　・該当する□にチェックを入れること。
　　                 ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



Ｉ. 総括研究報告

障害児（その疑い）の虐待予防のための研究  
有村 大士

厚生労働科学研究費補助金（障害者総合研究事業）

総括・分担研究報告書

障害児（その疑い）の虐待予防のための研究

障害児虐待予防のための包括的支援マニュアルの作成に関す˾研究

研究代表者　有村 大士　日本社会事業大学　准教授

研究要旨

　　障害児虐待の予防のためには、虐待を発見す˾だけでは問題は解決せず、問題が発生す˾

前に予防でき˾˻う、包括的な支援の充実を図˾必要があ˾。本研究では、障害児虐待の包括

的な予防のために、積極的な権利養護の観点か˼、直接的な家族支援やペアレンティング等の

ガイドラインの実施状況を把握・検討し、障害児虐待の予防に焦点を当てた課題を抽出す˾と共

に、関係機関、特にきめ細やかな寄˽添い支援を行う機関に対しての調査を実施し、包括的なマ

ニュアルの作成を目的とす˾。令和３年度は障害児虐待の実態と課題を把握した。死亡事例の

検証においては、障害児虐待の疑いのあ˾事例が16.2％さ˿˾とともに、障害のあ˾子どもを

育て˾家庭への支援などの具体的な対策、あ˾いはその対策を練˾ための検討のあ˽方につい

ても課題提起ができた。

　さ˼に、障害のあ˾子どもを育て˾養育者に対す˾プログラムについても検討したが、子ども一

人ひと˽に向き合う姿勢を始め、その支援の必要性と効果について、明確に確認できた。

令和４（２０２２）年度に実施す˾調査票に˻˾詳細な実態把握、グッドプラクティスの収集、さ˼に

包括支援マニュアルの作成に向けて具体的な方法が検討できた。

研究分担者：

米山明（社会福祉法人日本肢体不自由児

協会心身障害児総合医療療育センター・

外来療育部・部長）

永井　利三郎（桃山学院教育大学・人間教

育学部・教授）

北山 真次（姫路市総合福祉通園センター・

所長、一般社団法人全国児童発達支援協

議会・理事）

研究協力者：

相澤林太郎（国立武蔵野学院）

長瀬美香（心身障害児総合医療療育セン

ター）

北川聡子（社会福祉法人麦の子会）

光真坊浩史（品川区立品川児童学園）

河内美恵（国立障害者リハビリテーション

センター）

川﨑二三彦（子どもの虹情報研修セン

ター）

河尻　恵（国立武蔵野学院 院長）

小﨑慶介（心身障害児総合医療療育セン

ター 所長）

児玉和夫（日本重症心身障害福祉協会）

佐藤拓代（公益社団法人母子保健推進会

議）

下山田洋三（愛徳医療福祉センター）

中田洋二郎 立正大学（名誉教授 日本

PT研究会理事）

西牧謙吾 国立障害者リハビリテー

ションセンター（病院長）

原口英之（所沢市こども支援センター発達

支援エリア）

鷲山　拓男（一般社団法人 日本子ども虐

待防止学会）

A. 研究目的

障害児虐待の予防のためには、虐待を発

見す˾だけでは問題は解決せず、問題が発
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生す˾前に予防でき˾˻う、包括的な支援の

充実を図˾必要があ˾。こ˿までも、研究代

表者、研究分担者が関わった研究でも、「児

童発達支援ガイドライン」、「放課後デイサー

ビスガイドライン」、「ペアレント・トレーニング

実践ガイドブック」、「障害児虐待予防マニュ

アル」等が作成さ˿てきた。しかしなが˼まだ

まだ実施普及には課題があ˾。また虐待予防

という観点で、子どもと養育者を中心とした

包括的な支援体制を構築す˾必要があ˾。

本研究では、障害児虐待の包括的な予防の

ために、積極的な権利養護の観点か˼、直接

的な家族支援やペアレンティング等のガイド

ラインの実施状況を把握・検討し、障害児虐

待の予防に焦点を当てた課題を抽出す˾と

共に、関係機関、特にきめ細やかな寄˽添い

支援を行う機関に対しての調査を実施し、包

括的なマニュアルの作成を目的とす˾。

令和３年度は障害児虐待の実態と課題を

把握す˾。令和４年度は、グッドプラクティス

を把握し、包括的なマニュアルを作成す˾。

B. 研究方法

本研究は３段階に分けて実施す˾。調査

の実施にあたっては、全国児童発達支援協

議会、日本ペアレント・トレーニング研究会、

日本子ども虐待防止学会　障害児虐待ワー

キンググループ等の協力を得た研究班体制

を設定し、インターネット等を活用して調査を

実施す˾。

１年目とな˾令和３年度は、研究協力をい

ただく各団体との連携を行いなが˼、①障害

児入所施設に対す˾調査の調査票の作成、

及びその収集、分析システムの構築、②障害

児に関す˾死亡事例の収集と分析、③児童

養護施設におけ˾ペアレントトレーニングプロ

グラムの試行と評価、④２年目（令和４年度）

に行うグッドプラクティス収集に向けて、先駆

的な実践を行う障害児通所支援施設へのプ

レ調査、⑤２年目（令和４年度）に向けて調

査、試行プログラム実施に向けての調整を

行った。

C. 研究結果と考察

① 障害児入所施設に対す˾調査の調査票

の作成、及びその収集、分析システム

の構築

調査票を作成し、分析のためのデータ収

集、入力システムを作成した（資料参照）。

② 障害児に関す˾死亡事例の収集と分

析

児童虐待の防止等に関す˾法律（以下、

児童虐待防止法）が施行さ˿た2000年11

月20日か˼2020年3月末までの間に報告

さ˿た266の検証報告書か˼、障害児がそ

の対象となっていたと考え˼˿˾43報告書（

41事例、41人の被害児童）  を分析し、その結

果を検討した。

本研究では、上記の˻うな事情もふまえ、

対象児童を児童福祉法におけ˾障害児の規

定の範囲にとどめず、な˾べく広範な事例を

含め˾こととした。具体的には、自治体検証

報告において、「身体疾患」「精神疾患」「知的

障害」「発達障害」といった用語が見˼˿˾事

例、及びそ˿˼を表す˻うな他の言葉、さ˼

にその疑いがあ˾事例を抽出した。

児童虐待防止法が施行さ˿た2000年11

月20日か˼2020年3月末までの間に自治

体が公表した266の検証報告書を調査した

結果、16.2％に当た˾43報告書において、

障害児等が被害に遭って死亡した事例（41

事例41人）を確認した。

被害児が抱えていた障害等の内訳は、多

い順に発達障害41.5％、身体障害29.3％、

知的障害19.５％、複合型はそ˿ぞ˿４.９％

であった（複合型とは、身体障害と発達障害

の併存、身体障害と知的障害の併存）。

こ˿˼の事例におけ˾加害の動機が、全

て被害児童の障害等に起因す˾とまでは言

えないにしても、背景要因となってい˾可能

性は否定できず、障害児等をかかえ˾保護

者への支援の重要性が浮かび上がったもの

と言え˻う。

事例の分析の中で注目すべき点の一つ

は、被害児童の年齢であ˾。すでに明˼かな

˻うに、専門委員会報告に˻˾と、「心中以

外」では乳幼児、わけても0歳児の被害が多

く、「心中」では、年齢にバラツキがあって比

較的高年齢児も被害に遭っていた。一方、本

研究に˻˾障害児等は、「心中」「心中以外」
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ともに比較的高年齢児にまで被害が及んで

いた。明確な理由は不明だが、前研究でも述

べた˻うに、養育等にけ˾並大抵ではない苦

労に疲弊す˾、あ˾いは障害の受容ができず

追い詰め˼˿˾、障害があ˾と認識す˾まで

に時間を要す˾といった可能性も考え˼˿

た。

③ 児童養護施設におけ˾ペアレントトレー

ニングプログラムの試行と評価

近年、児童福祉施設では、被虐待児や障

害児の入所が増加してお˽、そ˿に伴って施

設職員には入所児童の特性を考慮した対応

が求め˼˿てい˾。しかし、限˼˿た人員配

置の中で様々な特性を持つ子どもへの対応

を行うにあた˽、施設内での職員に˻˾虐待

など、不適切なかかわ˽を行ってしまうケース

が少なくない。筆者は、子どもの特性や行動

を理解し、職員が気持ちに余裕をもって子ど

もと関わった˽、職員同士でエンパワメントで

き˾˻うな関係性を組織内で築いた˽す˾こ

とに˻って、職員の負担軽減及び子どもの行

動変容につなが˽、施設内虐待などの不適切

なかかわ˽を防止す˾ことができ˾のではな

いかと考えてい˾。そこで、左記に述べた˻う

な事象の達成を目的として、こ˿までに複数

の児童福祉施設や一時保護所におけ˾職員

向け研修で、治療的養育やトラウマ・イン

フォームドケアを念頭に置いたペアレント・ト

レーニングを実施してきた。

こ˿までに行ってきたペアレント・トレーニ

ング研修の効果について、職員向けアンケー

トの回答を分析したとこ̀、職員への効果及

び子どもへの効果が認め˼˿た。まず、職員

への効果については、子どもを楽にほめ˾こ

とができ˾˻うになったと感じた職員や、子ど

もの行動を理解して対策が考え˼˿˾˻うに

な˽、関わ˽に自信が持て˾˻うになったと感

じた職員が数多く見受け˼˿た。また、子ども

への効果については、ペアレント・トレーニン

グを経た職員のかかわ˽に˻˽、子どもたち

の好ましい行動も増え、反抗的な行動が減っ

たと感じてい˾職員が多いということが明˼

かになった。今後の課題としては、児童福祉

施設でペアレント・トレーニングを実施す˾に

あた˽、でき˾だけ多くの職員が参加し、一貫

した関わ˽ができ˾˻うに工夫す˾ことが挙

げ˼˿˾。

令和3年度は、入所型の児童福祉施設職

員向けのティーチャーズ・トレーニング（ティー

トレ）の基本プログラムを作成し、その効果を

確認した。

令和４年度では、さ˼にトラウマ・イン

フォームドケア、アンガーマネージメント、ア

サーションを含んだプログラムを作成し、実

践す˾。また、通所型の施設や学校などの

ティーチャーズ・トレーニング研修の実践を計

画してい˾。

障害児の養育者向けのペアトレはこ˿ま

で広く実践さ˿、子どもと養育者双方に有用

であ˾ことは報告さ˿てきてい˾。が、虐待予

防の観点か˼の効果を検証していく。また、

被虐待歴のあ˾養育者などにおけ˾ペアトレ

の手法の課題についても検討す˾。

④ ２年目（令和４年度）に行うグッドプラク

ティス収集に向けて、先駆的な実践を

行う障害児通所支援施設へのプレ調

査

⑤ ２年目（令和４年度）に向けて調査、試

行プログラム実施に向けての調整

D. 結論

本年度は実態把握と、２年目（令和４年

度）のグッドプラクティスの収集、及び包括支

援マニュアルの作成に向けての調整が主と

なった。

死亡事例の検証においては、障害児虐待

の疑いのあ˾事例が16.2％さ˿˾とともに、

障害のあ˾子どもを育て˾家庭への支援な

どの具体的な対策、あ˾いはその対策を練˾

ための検討のあ˽方についても課題提起が

できた。

さ˼に、障害のあ˾子どもを育て˾養育者

に対す˾プログラムについても検討したが、

子ども一人ひと˽に向き合う姿勢を始め、そ

の支援の必要性と効果について、明確に確

認できた。

その他の質問し調査や研究倫理審査委

員会の対応も含め、２年目に実施す˾ことと

なった内容も多かった一方、細かい調整等が

進め˼˿た。調査票に˻˾˻˽詳細な実態把
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握、グッドプラクティスの収集を行い、さ˼に

包括支援マニュアルの作成に向けて検討を

進めたい。

E. 健康危険情報

　なし

F. 研究発表

1. 論文発表

なし

2. 学会発表

日本子ども虐待防止学会 かながわ大会

学会企画シンポジウム 「障害児虐待予防：家

族支援の実際と今後のあ˽方を考え˾（ペア

レント・トレーニングを含む）」 （令和３年12月

9日）

H. 知的財産権の出願・登録状況

1. 特許取得

なし

2. 実用新案登録

なし

3. その他

なし
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